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特殊災害室

「放射性物質事故等対応資機材に関する検討会」の
開催

　消防庁では、東京電力(株)福島原子力発電所事故等の
消防活動や近年のNBC災害対応資機材の高性能化に伴
う検知、除染、救助等の活動手法の進展などを踏まえ、
これまで作成していた各種マニュアルを統合して一本化
し、平成26年３月に「原子力施設等における消防活動
対策マニュアル」(以下、「マニュアル」という。）とし
て示したところです。
　このマニュアルの見直しのための検討の中で、放射性
物質事故等が発生した場合に、消防機関が円滑かつ安全
に消防活動を実施していくための課題の一つとして、「消
防機関として整備する資機材の種類の検討」が指摘され、
これを踏まえ、現在マニュアルにおいて示している放射
性物質等の環境下における消防活動が、より安全かつ効
果的・効率的に実施することが期待できる対応資機材に
ついて検討を行うため、放射性物質事故等対応資機材に
関する検討会（以下、「検討会」という。）を発足し、第
１回目の検討会を平成26年９月17日（水）に開催しま
した。

　検討事項は、以下のとおりです。
（１）消防隊員が使用する新たな放射性物質事故等対

応資機材
（２）上記（１）の資機材を活用した消防活動の有効

性
（３）その他

　・第２回　平成26年12月上旬(予定)
　・第３回　平成27年１月（予定）

問合わせ先
　消防庁特殊災害室　古澤、斎藤、大庭、梅村
　TEL: 03-5253-7528
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１　はじめに

４　今後のスケジュール

３　第１回検討会の内容

２　検討事項

　第１回検討会では、検討の目的及び進め方、現状の対応
資機材を使用した消防活動の整理、新たな放射性物質事故

等対応資機材の調査・整理（案）等について説明が行われ
るとともに、今後の検討の方向性等について検討が行われ
ました。


